
BitLending 利用規約新旧対照表 

下線部変更 

告知日:2025 年 8 月 13 日 

改定日:2025 年 8 月 19 日 

 

改定前 改定後 

第 1 章 本規約の目的 

 

第 1 条 目的 

1. BitLending 利用規約（以下、「本規約」という。）は、株式会社 J-

CAM（以下、「当社」という。）がユーザーに提供する BitLending（ユ

ーザーが当社に対し、一定の期間、暗号資産を貸し付け、これに対し、当

社が貸借料を支払うことを内容とするサービスであり、以下、「本サービス」

という。）の利用に関する当社とユーザーとの間の権利義務関係を定める

ことを目的とする 

第 1 章 本規約の目的 

 

第 1 条 目的 

1. BitLending 利用規約（以下、「本規約」という。）は、株式会社 J-

CAM（以下、「当社」という。）がユーザー（第 2 条第 1 項に定義す

る。以下同じ。）に提供する BitLending（ユーザーが当社に対し、一

定の期間、暗号資産を貸し付け貸し出し、これに対し、当社が暗号資産

で貸借料を支払うことを内容とするサービスであり、以下、「本サービス」とい

う。）の利用に関する当社とユーザーとの間の権利義務関係を定めること

を目的とする。 

第 2 章 アカウント登録及びサービスの利用 

 

第 2 条（利用契約の成立） 

1. 当社は、本サービスの利用を希望する者からの申し込みに従い、アカウ

ント登録を実施する。アカウントの登録完了により、当社とユーザーの間に

利用契約が成立する（以下、当社と利用契約関係にある本サービスの

利用者を「ユーザー」という。）。 

2. ユーザーは、アカウント登録の申し込みをしたことにより、本規約の内容

を予め確認の上、そのすべてを理解しかつ承諾していたものとみなされる。 

3. ユーザーは、自己の費用と責任において、当社が定める本サービスの

利用環境（コンピュータ、通信機器、ソフトウェア、インターネット接続環境

など）を準備し、本サービスを利用する。かかる準備の不備によってユーザ

ーに発生した損害について、当社は責任を負わない。 

4. ユーザーが次の各号のいずれか一に該当する場合は、当社はアカウン

ト登録を拒否することができる。 

(1) 登録事項に不備、不正確、事実に反する記載（本人確認書類の

情報との不一致を含む）がある場合 

(2) 本人確認書類が偽造されたものである疑いがある場合 

(3) 未成年者、成年被後見人、被保佐人又は被補助人のいずれかに

該当する場合 

第 2 章 アカウント登録及びサービスの利用 

 

第 2 条（利用契約の成立） 

1. 当社は、本サービスの利用を希望する者（以下、「申込者」という。）

からの申し込み申込みに従い、アカウント登録を実施する。アカウントの登

録完了により、当社とユーザー申込者との間に利用契約が成立する（以

下、申込者のうち、当社が当該申込みを承諾し、当社と利用契約関係

にある本サービスの利用者を「ユーザー」という。）。 

2. ユーザー申込者は、アカウント登録の申し込み申込みをしたことにより、

本規約の内容を予め確認の上、そのすべてを理解しかつ承諾していたもの

とみなされる。 

3. ユーザーは、自己の費用と責任において、当社が定める本サービスの

利用環境（コンピュータ、通信機器、ソフトウェア、インターネット接続環境

など）を準備し、本サービスを利用する。かかる準備の不備によってユーザ

ーに発生した損害について、当社は責任を負わない。 

4. ユーザー申込者が次の各号のいずれか一に該当する場合は、当社は

アカウント登録を拒否することができる。 

(1) 登録事項に不備、不正確、事実に反する記載（本人確認書類の

情報との不一致を含む。）がある場合 

(2) 本人確認書類が偽造されたものである疑いがある場合 



(4) なりすまし、又は仮名・借名取引である場合 

(5) 犯罪による収益の移転防止に関する法律施行令第 12 条第３項

に定める外国 PEPs に該当する場合 

(6) マネー・ローンダリング、テロ資金及び大量破壊兵器の拡散に対する

資金供与（以下、これらの行為を総称して「マネー・ローンダリング等」とい

う。）の危険性が高いと当社が判断した場合 

(7) 本規約第 21 条に違反する場合 

(8) その他当社がユーザーのアカウント登録を拒否することが合理的と判

断した場合 

5. 当社は、第 1 項の申込みに際して、登録の可否を判断するために必

要な書類の提出を求めることができるものとします。当社は、申込者が当

社が提出を求めてから 1 週間以内に必要書類の提出がないときは、申

込みの却下があったものとみなすことができるものとします。 

6. 当社は、退会したユーザーが退会後 7 年以内に再度登録の申込み

をしたときは、アカウントの復元として扱い、新規登録扱いとせず、新規登

録を条件としたキャンペーン、紹介プログラムの対象外とみなすものとしま

す。 

7. 当社は、紹介 URL からの登録を紹介プログラムの適用条件とするも

のとし、紹介 URL からの登録がなされておらず、かつ、被紹介者の貸出開

始から 1 週間以内に当社へ問い合わせがなされていないときは、紹介プロ

グラムの対象外とみなすものとします。 

(3) 未成年者、成年被後見人、被保佐人又は被補助人のいずれかに

該当する場合 

(4) なりすまし、又は仮名・借名取引である場合 

(5) 犯罪による収益の移転防止に関する法律施行令第 12 条第３項

第 3 項に定める外国 PEPs に該当する場合 

(6) マネー・ローンダリング、テロ資金及び大量破壊兵器の拡散に対する

資金供与（以下、これらの行為を総称して「マネー・ローンダリング等」とい

う。）の危険性が高いと当社が判断した場合 

(7) 本規約第 21 第 22 条に違反する場合 

(8) その他当社がユーザー申込者のアカウント登録を拒否することが合理

的と判断した場合 

5. 当社は、第 1 項の申込みに際して、登録の可否を判断するために必

要な書類の提出を求めることができるものとしますする。当社は、申込者が

当社が提出を求めてから 1 週間以内に必要書類の提出がないときは、

申込みの却下撤回があったものとみなすことができるものとします。 

6. 当社は、退会したユーザーが退会後 7 年以内に再度登録の申込み

をしたときは、アカウントの復元として扱い、新規登録扱いとせず、新規登

録を条件としたキャンペーン、紹介プログラムの対象外とみなすものとしま

す。 

7. 当社は、紹介 URL からの登録を紹介プログラムの適用条件とするも

のとし、紹介 URL からの登録がなされておらず、かつ、被紹介者の貸出開

始から 1 週間以内に当社へ問い合わせがなされていないときは、紹介プロ

グラムの対象外とみなすものとします。 

第 3 条 アカウント情報の管理 

1. ユーザーは、自己の責任において、アカウント情報（本サービスを利用

するための ID、パスワード、二段階認証等のための情報）を厳重に管理

及び保管するものとし、これを第三者に貸与、又は第三者と共用してはな

らない。 

第 3 条 アカウント情報の管理 

1. ユーザーは、自己の責任において、アカウント情報（本サービスを利用

するための ID、パスワード、二段階認証等のための情報等）を厳重に管

理及び保管するものとし、これを第三者に貸与、又は第三者と共用しては

ならない。 

新設 第 4 条 特典プログラム 

1.当社は、ユーザーの取引状況や紹介状況に応じて、次の各号に定める

特典プログラム（以下、「本特典プログラム」という。）を実施することがで

きるものとする。 

(1)VIP プログラム:本サービスにおけるユーザーの貸借数量（第 6 条第

1 項で定義する。以下同じ。）に応じて、貸借料率の優遇、無料の資産

引出回数の増加等の特典を提供する制度 



(2)⾧期優待プログラム:当社が定める一定の貸借数量以上の暗号資

産を、一定期間以上継続して当社に貸し出したユーザーに対し、賃借料

率の優遇等の特典を提供する制度 

(3)紹介プログラム:ユーザー（紹介者）が新規ユーザー（被紹介者）

を紹介した場合に、紹介者および被紹介者双方に対し、当社所定の特

典を提供する制度 

2.本特典プログラムの適用条件、特典内容、提供方法及び提供時期そ

の他本特典プログラムに関する事項は、当社の合理的な裁量に基づき、

当社が別途定めるものとする。なお、ユーザーは別途定めのない限り、本

特典プログラムについて、本規約が適用されることについて予め同意する。 

3.本条は、本特典プログラムの継続的な提供を保証するものではなく、当

社は、独自の判断に基づき、いつでも、本特典プログラムの内容変更・中

断・終了（以下、「本特典プログラムの変更等」という。）をすることができ

るものとする。 

4.当社は、前項に基づき本特典プログラムの変更等を行う場合には、効

力発生時期を定め、その効力発生時期までに、予め、効力発生時期、

本特典プログラムの変更等をする旨及びその内容を、当社ウェブサイトにて

通知するものとする。 

5.当社は、故意又は重大な過失のない限り、本特典プログラムの変更等

によってユーザーに発生した損害について責任を負わないものとする。本項

の規定は、利用契約終了後も有効に存続する。 

6.ユーザーは、本特典プログラムを受ける地位又は特典の全部若しくは一

部を、第三者に譲渡若しくは承継し、又は売却することはできない。 

7.ユーザーが本特典プログラムの適用条件を満たさなくなった場合、本特

典プログラムの不正行為として別途当社が定める事項に違反した場合そ

の他不正な手段により特典を受けたと当社が合理的に判断した場合、当

社は当該ユーザーに対して何らの通知・催告等をすることなく、特典の提

供の停止、取消し、個別契約及び利用契約の終了その他必要な措置を

講ずることができる。 

 

8.当社は、第 5 条第 1 項の定めに従い利用契約が終了した者が利用

契約終了後 7 年以内に再度登録の申込みをしたときは、アカウントの復

元として扱い、新規登録扱いとせず、新規登録を条件としたキャンペーン

及び紹介プログラムの対象外とみなすものとする。 

9.当社は、紹介 URL からの登録を紹介プログラムの適用条件とするもの

とし、紹介 URL からの登録がなされておらず、かつ、被紹介者が初めて個



別契約（第 6 条第 1 項に定義する。）を締結した日から 1 週間以内

に当社へ問い合わせがなされていないときは、紹介プログラムの対象外とみ

なすものとする。 

第 4 条 利用契約の有効期間 

利用契約は、第２条に基づくアカウント登録が完了した日に成立し、以下

のいずれか一に該当したとき、「」内に記載する日に終了する。 

 

1. ユーザーが利用契約を終了する意思表示を行い、これを当社が承認

したとき 「当社が承認した日」 

2. 本サービスの廃止がされたとき 「本サービスの廃止日」 

3. 当社が利用契約の終了措置を講じたとき 「利用契約の終了措置を

講じた日」 

第 5 条 利用契約の有効期間 

利用契約は、第２条第 2 条に基づくアカウント登録が完了した日に成立

し、以下のいずれか一に該当したとき、「」内に記載する日に終了する。 

 

1. ユーザーが利用契約を終了する意思表示を行い、これを当社が承認

したとき 「当社が承認した日」 

2. 本サービスの廃止がされたとき 「本サービスの廃止日」 

3. 第 12 条第 2 項の定めに基づき当社が利用契約の終了措置を講じ

たとき 「利用契約の終了措置を講じた日」 

第 3 章 個別契約の成立及び終了 

 

第 5 条 個別契約の成立 

1. ユーザーは、貸付けを希望する日に暗号資産を当社に送付することに

より、当社に対し貸付対象となる暗号資産（以下、貸し付け対象となる

暗号資産を「対象暗号資産」といい、貸し付ける暗号資産の量を「貸借

数量」という。）の貸し付けをすることができる。対象暗号資産が以下のす

べての条件を満たしたとき、当社とユーザーの間で、暗号資産貸借取引に

関する個別契約（以下、「個別契約」という。）が成立する。 

(1) 対象暗号資産が、当社が別途指定するウォレットアドレスに対して送

付されたこと 

(2) 送付に係るトランザクションに対し取引通念上十分と認められるコンフ

ァメーションがなされたこと 

2. 最低貸借数量、最高貸借数量、及び貸借数量の単位は、別途当

社が定める。 

3. 個別契約期間中の貸借料率は、当社の合理的な裁量により定める

ものとし、ユーザーは予めこれに同意する。また、ユーザーは、合理的な理

第 3 章 個別契約の成立及び終了 

 

第 56 条 個別契約の成立 

1. ユーザーは、貸付け貸し出しを希望する日に暗号資産を当社に送付

することにより、当社に対し貸付貸出対象となる暗号資産（以下、貸し

付け貸出対象となる暗号資産を「対象暗号資産」といい、貸し付ける貸

出対象となる暗号資産の量を「貸借数量」という。）の貸し付けをすること

ができる。対象暗号資産がを当社に送付し、かつ以下のすべての条件を

満たしたとき、当社とユーザーの間で、暗号資産貸借取引に関する個別

契約（以下、「個別契約」という。）が成立する。 

(1) 対象暗号資産が、当社が別途指定するウォレットアドレスに対して送

付されたこと 

(2) 送付に係るトランザクションに対し取引通念上十分と認められるコンフ

ァメーションがなされたこと 

2. (3) 別途当社が定める最低貸借数量、最高貸借数量、及び貸借

数量の単位は、別途当社が定める。をいずれも順守していること 

2. ユーザーが、前項第 3 号に定める条件その他個別契約成立の条件

を満たさない暗号資産を当社に送付した場合、当社は、ユーザーが別途



由がある場合には、当社が貸出条件等を変更することができることに同意

する。 

指定するウォレットアドレスに送付する方法により、当該暗号資産を返還

することができる。なお、ユーザーは返還時の送付手数料、費用等を負担

するものとする。ただし、当社が第 7 条第 5 項各号の事由（ただし、第 2

号については個別契約が成立していることを要しない。）に該当すると判

断したときは、当社は当該暗号資産の返還を拒絶することができ、当社

は、第 7 条第 5 項各号のいずれの事由にも該当しないことについて故意

又は重大な過失がない限り、返還拒絶によりユーザーに生じた損害につい

て責任を負わない。 

第 6 条 貸借期間及び返還 

1. 個別契約は、ユーザーが当社所定の方法によって個別契約において

当社に貸し付けた対象暗号資産の返還を申請し、当該申請が当社に到

達することにより終了するものとし、個別契約成立日から個別契約終了

日までを、「個別契約期間」という。 

2. 個別契約の終了日は、前項の申請が当社に到達した日とする。ただ

し、ユーザーが申請時に個別契約終了日を指定した場合は、当社は当

該指定日を個別契約終了日とすることができる。 

3. 当社は個別契約終了日から起算して７営業日（本規約において、

「営業日」とは、銀行法に従い日本において銀行の休日として定められた

日及び年末年始以外の日をいう。）以内に、ユーザーが前項に基づき返

還を申請した対象暗号資産と同種・同量の暗号資産を、ユーザーが別途

指定するウォレットアドレスに送付する方法により返還する。返還の際、理

由の如何を問わず誤送付等により生じた不当利得についてユーザーは「民

法第 703 条」に従って当社への返還義務を負う。 

4. 当社は、以下のいずれかの事由に該当すると判断したときは、前項の

返還を拒絶することができる。この場合、当社は、故意又は重大な過失が

ない限り、返還拒絶によりユーザーに生じた損害について責任を負わな

い。 

(1) 返還対象の暗号資産が送付手数料に満たない場合 

(2) 個別契約に基づく取引がマネー・ローンダリングの疑いがあるとき 

(3) 合理的理由に基づいて当社が行った本人確認書類の提出要請に

応じなかったとき 

(4) 仮名取引、なりすまし取引の疑いがある場合 

(5) 短期間に返還申請が集中し、期限における返還が困難である場合 

5. 前項の規定は、契約終了後も引き続き効力を有する。 

 

第 67 条 貸借期間及び返還 

1. 個別契約は、ユーザーが当社所定の方法によって個別契約において

当社に貸し付けた貸し出した対象暗号資産の返還を申請し、当該申請

が当社に到達することにより終了するものとし、個別契約成立日から個別

契約終了日までを、「個別契約期間」という。ただし、ユーザーは個別契

約成立日から 30 日間は対象暗号資産の返還を申請することができない

ものとする。なお、ユーザーが個別契約において当社に貸し出した対象暗

号資産の一部の返還を申請し、当該申請が当社に到達した場合、ユー

ザーが返還を申請した部分に限り個別契約が終了し、残部に関する個別

契約はなお有効に存続するものとする。 

2. 個別契約の終了日は、前項の申請が当社に到達した日とする。ただ

し、ユーザーが申請時に個別契約終了日を指定した場合は、当社は当

該指定日を個別契約終了日とすることができる。 

3. 当社は個別契約終了日から起算して７7 営業日（本規約第 15

条第 1 項において、「営業日」とは、銀行法に従い日本において銀行の休

日として定められた日及び年末年始以外の日をいう。）規定する。以下

同じ。）以内に、ユーザーが前項第 1 項に基づき返還を申請した対象暗

号資産と同種・同量の暗号資産を、ユーザーが別途指定するウォレットア

ドレスに送付する方法により返還する。返還の際、理由の如何を問わず

誤送付等により生じた不当利得についてユーザーは「民法第 703 条」に

従って当社への返還義務を負う。 

4. 前 3 項の定めにかかわらず、短期間にユーザーからの返還申請が集

中した場合等、ユーザーが返還を申請した対象暗号資産と同種、同量の

暗号資産を前項に規定する返還期限までに返還することが困難であると

当社が合理的に判断した場合、当社は、対象暗号資産と同種、同量の

暗号資産を返還する日を延期し、当社の合理的な裁量又は当社とユー

ザーとの協議により、返還の日を決定することができるものとする。なお、当

社は、ユーザーとの協議により決定した場合を除き、返還の日を決定次



第、速やかにユーザーに対し当該返還の日を当社所定の方法により通知

するものとする。 

5.当社は、以下のいずれかの事由に該当すると判断したときは、前項第

3 項の返還を拒絶することができる。この場合、当社は、いずれの事由にも

該当しないことについて故意又は重大な過失がない限り、返還拒絶により

ユーザーに生じた損害について責任を負わない。 

(1) 返還対象の暗号資産が送付手数料に満たない場合 

(2) 個別契約に基づく取引がマネー・ローンダリング等の疑いがあるとき場

合 

(3) ユーザーが合理的理由に基づいて当社が行った本人確認書類の提

出要請に応じなかったとき場合 

(4) 個別契約に基づく取引が仮名取引、なりすまし取引の疑いがある場

合 

(5) 短期間に返還申請が集中し、期限における返還が困難である場合 

5. 6.前項の規定は、個別契約終了後も引き続き効力を有する。 

7.第 4 項に規定する取扱いは、当社の債務不履行を構成せず、当該取

扱いによりユーザーに生じる損害について、当社は、当社に重大な過失が

ない限り、その責任を負わないものとする。 

第 7 条 個別契約終了に伴う清算 

1. 前項の規定により個別契約が終了した場合、利用契約終了日の前

日を個別契約終了日とし、個別契約終了日から起算して第 11 営業日

までにユーザーから借り入れた対象暗号資産と同種、同量の暗号資産を

ユーザーが別途指定するウォレットアドレスに返還する方法により、個別契

約を清算する。 

2. ユーザーの責めに帰すべき事由により個別契約が終了した場合には、

当社は貸借料の支払義務を負わない。 

3. 前項以外の場合においては、当社はユーザーに対し、個別契約終了

日の属する月の各貸借日の貸借料を第７条第１項に準じて計算し、そ

の合計額を、個別契約終了日の翌月１日から起算して 11 営業日まで

に支払う。 

第 78 条 利用契約終了に伴う清算 

1. 前項第 5 条の規定により個別利用契約が終了した場合、利用契約

終了日の前日を個別契約終了日とし、個別契約終了日から起算して第

117 営業日までにユーザーから借り入れた対象暗号資産と同種、同量の

暗号資産をユーザーが別途指定するウォレットアドレスに返還する方法に

より、個別契約を清算する。 

2. ユーザーの責めに帰すべき事由により個別契約が終了した場合には、

当社は貸借料の支払義務を負わない。 

3. 前項以外の場合においては、当社はユーザーに対し、個別契約終了

日の属する月の各貸借日の貸借料を第７条第１項第 9 条第 1 項に

準じて計算し、その合計額に相当する数量の対象暗号資産を、個別契

約終了日の翌月１日 1 日から起算して 11 営業日までに、ユーザーが

別途指定するウォレットアドレスに送付する方法で支払う。 

4.前 3 項に規定する取扱いは、当社の債務不履行を構成せず、当該取

扱いにより契約者に生じる損害について、当社は、当社に重大な過失が

ない限り、その責任を負わないものとする。 



第 8 条 貸借料の計算及び支払 

2. 当社は、貸借料を月ごとに支払うものとし、当該月の貸借料の合計を

翌月１日に対象暗号資産に加算する方法によりユーザーに支払う。な

お、貸出初月の賃借料は日割りにて計算する。 

3. ユーザーが第６条第３項の返還を申請する場合における返還申請

日の属する月の貸借料は以下のとおりとする。 

(1) 即時返還（返還申請を受け取った日から起算して 7 営業日以内

の返還）を求める場合:ユーザーは返還申請日の属する月の貸借料を

受領することができない 

(2) 月末返還（返還申請を受け取った日の属する月の月末から起算し

て 7 営業日以内の返還）を求める場合:ユーザーは返還申請日の属

する月の貸借料を繰入れた額の対象暗号資産を受領することができる 

4. 前条第４項(3)、(4)、同第５項の規定は貸借料の支払いの場合に

準用する。 

第 89 条 貸借料の計算及び支払 

2. 当社は、貸借料を月ごとに支払うものとし、当該月の貸借料の合計を

翌月１日に相当する数量の対象暗号資産を翌月 1 日にユーザーの保

有する対象暗号資産の貸出数量に加算する方法によりユーザーに支払

う。なお、貸出初月の賃借料は日割りにて計算する。 

3. ユーザーが第６条第３項第 7 条第 1 項の返還を申請する場合にお

ける返還申請日の属する月の貸借料は以下のとおりとする。 

(1) 即時返還（返還申請を受け取った日の翌日から起算して 7 営業

日以内の返還）を求める場合:ユーザーは返還申請日の属する月の貸

借料を受領することができない。 

(2) 月末返還（返還申請を受け取った日の属する月の月末翌月 1 日

から起算して 7 営業日以内の返還）を求める場合:ユーザーは返還申

請日の属する月の貸借料を繰入れた額数量の対象暗号資産と、同種、

同量の暗号資産を受領することができる。 

4. 前条第４項(3)、(4)第 7 条第 5 項、同第５項第 6 項の規定は

貸借料の支払いの場合に準用する。 

第 9 条 送付手数料 

1. ユーザーは、当社がユーザーに対し、対象暗号資産又は貸借料暗号

資産を送付（これらを総称して、以下「暗号資産の送付」という。）する

場合、所定の送付手数料を負担する。 

第 910 条 送付手数料 

1. ユーザーは、当社がユーザーに対し、対象暗号資産と同種、同量の暗

号資産又は貸借料暗号資産を送付（これらを総称して、以下、「暗号

資産の送付」という。）する場合、所定の送付手数料を負担する。 

第 10 条 本サービスの中断 第 1011 条 本サービスの中断 

第 6 章 禁止行為、利用契約終了措置 

 

第 11 条 利用契約終了等 

1. ユーザーは以下の行為をしてはならない。なお、ユーザーの行為が当該

禁止行為に該当するかどうかは当社が判断し、ユーザーは当社の合理的

な判断に従う。 

(1) 本規約等に違反する行為、又は法令に違反する行為 

(2) 当社又は第三者の著作権、商標権等の知的財産権その他の権利

を侵害する行為又は侵害するおそれのある行為 

(3) マネー・ローンダリングに関連する行為若しくはこれに類似する行為 

(4) 犯罪行為、犯罪行為に結びつく行為若しくはこれを助⾧する行為、

又はそのおそれのある行為 

第 6 章 禁止行為、利用契約終了措置 

 

第 1112 条 利用契約終了等 

1. ユーザーは以下の行為（以下、「禁止行為」という。）をしてはならな

い。なお、ユーザーの行為が当該禁止行為に該当するかどうかは当社が判

断し、ユーザーは当社の合理的な判断に従う。 

(1) 本規約等に違反する行為、又は法令に違反する行為 

(2) 当社又は第三者の著作権、商標権等の知的財産権その他の権利

を侵害する行為又は侵害するおそれのある行為 

(3) マネー・ローンダリング等に関連する行為若しくはこれに類似する行為 

(4) 犯罪行為、犯罪行為に結びつく行為若しくはこれを助⾧する行為、

又はそのおそれのある行為 



(5) 他者を差別し、若しくは誹謗中傷し、又はその名誉若しくは信用を

毀損する行為 

(6) 本サービスを利用した営利行為、勧誘行為又はその準備行為 

(7) 他のユーザー又は第三者の財産、プライバシー若しくは肖像権を侵

害する行為、又は侵害するおそれのある行為 

(8) 本サービスを修正、変更、逆アセンブル、逆コンパイル、リバースエンジ

ニアリング等の改変をする行為 

(9) 本サービスの利用によって知り得た情報を当社の事前の同意を得ず

に外部に公開する行為 

(10) ウィルス等の有害なコンピュータープログラム等を送信する行為 

(11) 同一人物が複数のアカウントを登録する行為 

(12) 法令若しくは公序良俗に違反し、又は当社若しくは第三者に不利

益を与える行為 

(13) その他当社が不適切と判断する行為 

2. 当社は、ユーザーが次の各号のいずれかに該当すると当社が判断した

ときは、何らの通知・催告等をすることなく、当該ユーザーのアカウントの一

時停止又は利用契約の終了措置を講じることができる。利用契約が終

了した場合、当社と当該ユーザーの間に成立している個別契約はすべて

終了する。 

(1) 前項の禁止行為を行った場合 

(2) 第 2 条第 4 項に定める各号のいずれか一に該当する場合 

(3) 本規約等に違反し、かつ、当社からの期間を定めた催告にもかかわ

らず、当該違反が是正されない場合 

(4) 当社に対して、捜査照会、弁護士会照会、仮差押、仮処分等の保

全命令の申立て、差押等の強制執行の申立て又は担保権実行手続開

始の申立てがあった場合 

(5) 自然人であるユーザーが死亡した場合 

(6) 法人であるユーザーが、解散、清算、事業の全部又はその重要な一

部を第三者に譲渡する決議（合併、会社分割その他の組織再編により

実質的に事業の全部若しくはその重要な一部を第三者に譲渡することと

なる決議を含む。）を行った場合 

(7) その他、本サービスのご利用の継続が適当でないと当社が合理的に

判断した場合 

3. ユーザーは、前項各号までのいずれかに該当した場合、当社に対して

負うすべての債務につき当然に期限の利益を喪失する。 

(5) 他者を差別し、若しくは誹謗中傷し、又はその名誉若しくは信用を

毀損する行為 

(6) 本サービスを利用した営利行為、勧誘行為又はその準備行為 

(7) 他のユーザー又は第三者の財産、プライバシー若しくは肖像権を侵

害する行為、又は侵害するおそれのある行為 

(8) 本サービスを修正、変更、逆アセンブル、逆コンパイル、リバースエンジ

ニアリング等の改変をする行為 

(9) 本サービスの利用によって知り得た情報を当社の事前の同意を得ず

に外部に公開する行為 

(10) ウィルス等の有害なコンピュータープログラム等を送信する行為 

(11) 同一人物が複数のアカウントを登録する行為 

(12) 法令若しくは公序良俗に違反し、又は当社若しくは第三者に不利

益を与える行為 

(13) その他当社が不適切と判断する行為 

2. 当社は、ユーザーが次の各号のいずれかに該当すると当社が判断した

ときは、何らの通知・催告等をすることなく、当該ユーザーのアカウントの一

時停止又は利用契約の終了措置を講じることができる。利用契約が終

了した場合、当社と当該ユーザーの間に成立している個別契約はすべて

終了する。 

(1) 前項の禁止行為を行った場合 

(2) 第 2 条第 4 項に定める各号のいずれか一に該当する場合 

(3) 本規約等に違反し、かつ、当社からの期間を定めた催告にもかかわ

らず、当該違反が是正されない場合 

(4) 当社に対して、捜査照会、弁護士会照会、仮差押、仮処分等の保

全命令の申立て、差押等の強制執行の申立て又は担保権実行手続開

始の申立てがあった場合 

(5) 自然人であるユーザーが死亡した場合 

(6) 法人であるユーザーが、解散、清算、事業の全部又はその重要な一

部を第三者に譲渡する決議（合併、会社分割その他の組織再編により

実質的に事業の全部若しくはその重要な一部を第三者に譲渡することと

なる決議を含む。）を行った場合 

(7) その他、本サービスのご利用の継続が適当でないと当社が合理的に

判断した場合 

3. ユーザーは、前項各号までのいずれかに該当した場合、当社に対して

負うすべての債務につき当然に期限の利益を喪失する。 



4. 第 2 項に基づく利用契約の終了は、当社の損害賠償請求を妨げな

い。 

5. 当社は、当社に故意又は過失がない限り、第２項に基づき当社が行

った措置によりユーザーに生じた損害について責任を負わない 

6. 前項の規定は利用契約の終了後も有効に存続する。 

4. 第 2 項に基づく利用契約の終了は、当社の損害賠償請求を妨げな

い。 

5. 当社は、第 2 項に定めるいずれの事由にも該当しないことについて当

社に故意又は重大な過失がない限り、第２項第 2 項に基づき当社が行

った措置によりユーザーに生じた損害について責任を負わない。 

6. 前項前 2 項の規定は利用契約の終了後も有効に存続する。 

第 7 章 本サービスの終了等 

 

第 12 条 本サービスの廃止 

1. 当社は、独自の判断に基づき、いつでも、本サービスの仕様の変更又

は修正、配布方法等の変更、使用許諾の中止、サービスの内容変更・

中断・終了をすることができる。 

2. 当社は、当社に故意又は過失がない限り、前項の措置によってユーザ

ーに発生した損害について責任を負わない。 

第 7 章 本サービスの終了等 

 

第 1213 条 本サービスの廃止 

1. 当社は、独自の判断に基づき、いつでも、本サービスの仕様の変更又

は修正、配布方法等の変更、使用許諾の中止、サービスの内容変更・

中断・終了をすることができる。 

2. 当社は、当社の判断に故意又は重大な過失がない限り、前項の措

置によってユーザーに発生した損害について責任を負わない。 

第 13 条 事業譲渡等 第 1314 条 事業譲渡等 

第 8 章 通則 

 

第 14 条 暦日の計算 

1. 本契約における営業日とは、銀行法上の営業日をいい、土曜日、日

曜日、祝日、12 月 31 日～1 月 3 日を除いた営業日をいう。 

第 8 章 通則 

 

第 1415 条 暦日の計算 

1. 本契約本規約における営業日とは、銀行法上の営業日をいい、土曜

日、日曜日、祝日、12 月 31 日～1 月 3 日を除いた営業日をいう。 

第 15 条 譲渡禁止 

ユーザーは、利用契約の存続期間中において、利用契約又は個別契約

に基づく契約上の地位又は権利義務の全部若しくは一部を、相手方の

承諾なく第三者に譲渡若しくは承継し、又は第三者のために担保権を設

定することはできない。 

第 1516 条 譲渡禁止 

ユーザーは、利用契約の存続期間中において、利用契約又は個別契約

に基づく契約上の地位又は権利義務の全部若しくは一部を、相手方当

社の承諾なく第三者に譲渡若しくは承継し、又は第三者のために担保権

を設定することはできない。 

 



第 17 条 ユーザーの同意事項、当社の免責 

1. ユーザーは、利用契約の成立により、次の各号に掲げる事項に同意し

たものとみなされる。 

(1) 暗号資産貸借取引は預金又はこれに類似する取引ではなく、いか

なる意味においても取引元金が返還される保証はないこと 

(2) 暗号資産貸借取引は資金決済に関する法律（平成 21 年法律

第 59 号。その後の改正を含む。）に基づく暗号資産交換業に該当しな

いこと 

(3) 暗号資産貸借取引には、市場リスク（市場における暗号資産の価

格変動により、対象暗号資産の価値が下落したり、貸借料が不安定にな

るリスク）、信用リスク（当社の破綻、経営悪化などにより、想定通り対

象暗号資産の返還、貸借料を得ることができないリスク）及び流動性リス

ク（市場の状況や取引の集中により、本規約に定められた期限内に対象

暗号資産の返還を受けることができないリスク）が存在すること 

(4) ブロックチェーン上のデータは如何なる理由によっても削除・修正する

ことはできないこと 

(5) ブロックチェーンの分岐（ハードフォーク）によって、対象暗号資産と

異なる別個の暗号資産が生じた場合、当該別個の暗号資産は当社に

帰属すること 

(6) 対象暗号資産の保有者に同一種類又は別の種類の暗号資産が

付与（エアドロップ）された場合、当該別個の暗号資産は当社に帰属す

ること 

2. ユーザーは、以下のいずれか一に該当する場合には、当社に対して債

務不履行、不法行為その他の法律上の請求原因の如何を問わず、責任

追及をすることができない。ただし、当該損害が当社の故意又は重大な過

失による債務不履行又は不法行為によって発生した場合はこの限りでは

ない。 

(1) 本サービス提供のため当社が管理するサーバー、ウォレット等の当社

管理システムの域外において発生した不具合により損害が発生した場合 

(2) 当社管理システム内において発生した故障、システムダウン、不正ア

クセス、ハッキング、傍受その他の不具合のうち、当社の合理的な注意

（同種インターネットサービスにおいて通常なされている措置をいう。）をも

ってしても防御・回避することができない事象に起因する損害が発生した

場合 

(3) 天災地変、戦争、騒乱、暴動等の不可抗力に起因して損害が発

生した場合 

第 1718 条 ユーザーの同意事項、当社の免責 

1. ユーザーは、利用契約の成立により、次の各号に掲げる事項に同意し

たものとみなされる。 

(1) 暗号資産貸借取引は預金又はこれに類似する取引ではなく、いか

なる意味においても取引元金が返還される保証はないこと 

(2) 暗号資産貸借取引は資金決済に関する法律（平成 21 年法律

第 59 号。その後の改正を含む。）に基づく暗号資産交換業に該当しな

いこと 

(3) 暗号資産貸借取引には、市場リスク（市場における暗号資産の価

格変動により、対象暗号資産の価値が下落したり、貸借料が不安定にな

るリスク）、信用リスク（当社の破綻、経営悪化などにより、想定通り対

象暗号資産の返還、貸借料を得ることができないリスク）及び流動性リス

ク（市場の状況や取引の集中により、本規約に定められた期限内に対象

暗号資産の返還を受けることができないリスク）が存在すること 

(4) ブロックチェーン上のデータは如何なるいかなる理由によっても削除・修

正することはできないこと 

(5) ブロックチェーンの分岐（ハードフォーク）によって、対象暗号資産と

異なる別個の暗号資産が生じた場合、当該別個の暗号資産は当社に

帰属すること 

(6) 対象暗号資産の保有者に同一種類又は別の種類の暗号資産が

付与（エアドロップ）された場合、当該別個の暗号資産は当社に帰属す

ること 

2. ユーザーは、以下次の各号のいずれか一に該当する場合には、当社に

対して債務不履行、不法行為その他の法律上の請求原因の如何を問わ

ず、責任追及をすることができない。ただし、当該損害が当社の故意又は

重大な過失による債務不履行又は不法行為によって発生した場合はこ

の限りではない。 

(1) 本サービス提供のため当社が管理するサーバー、ウォレット等の当社

管理システムの域外において発生した不具合により損害が発生した場合 

(2) 当社管理システム内において発生した故障、システムダウン、不正ア

クセス、ハッキング、傍受その他の不具合のうち、当社の合理的な注意

（同種インターネットサービスにおいて通常なされている措置をいう。）をも

ってしても防御・回避することができない事象に起因する損害が発生した

場合 

(3) ブロックチェーン技術に係るバグ、脆弱性、不適切な仕様その他のブ

ロックチェーン技術の不適切さに起因して損害が発生した場合 



(4) ユーザーによるパスワード管理の不備、セキュリティ対策の不徹底等、

ユーザーの不注意に起因して損害が発生した場合 

(5) その他当社の責めに帰することができない事由に起因する損害 

3. 本サービスに関連して当社がユーザーに対して不法行為又は債務不

履行責任に基づき損害賠償責任を負うときは、ユーザーが直接かつ現実

に被った損害の範囲で賠償の責めを負う。 

4. 本条の規定は、契約終了後も引き続き効力を有する。 

(4) 直接又は間接に行われる相場操縦行為に起因して損害が発生した

場合 

(5) 暗号資産取引所（国内外を問わず、またいわゆる CEX・DEX の別

を問わない。）の運営に関する事情（暗号資産取引所のサービスの一

時停止若しくは中止及び入出金の停止を含むがこれらに限られない。）

に起因して損害が発生した場合 

(6)天災地変、戦争、騒乱、暴動等の不可抗力に起因して損害が発生

した場合 

(4) 7)ユーザーによるパスワード管理の不備、セキュリティ対策の不徹底

等、ユーザーの不注意に起因して損害が発生した場合 

(5) 8)その他当社の責めに帰することができない事由に起因する損害が

発生した場合 

3. 本サービスに関連して当社がユーザーに対して不法行為又は債務不

履行責任に基づき損害賠償責任を負うときは、ユーザーが直接かつ現実

に被った損害の範囲で賠償の責めを負う。 

4. 本条の規定は、利用契約の終了後も引き続き効力を有する。 

第 18 条 権利の帰属 

1. 本サービス及びコンテンツに関する著作権、商標権、特許権、意匠

権、ノウハウその他一切の知的財産権は、全て当社又は正当な権限を有

する第三者に帰属する。ユーザーは本サービスにより提供された情報を当

社に無断で転載・複製・改変・公衆送信、その他私的使用の範囲を超え

て利用してはならない。 

2. 本規約等に定める利用契約の成立は、前項の所有権及び知的財

産権の譲渡又は使用許諾を意味するものではない。 

第 1819 条 権利の帰属 

1. 本サービス及びコンテンツに関する著作権、商標権、特許権、意匠

権、ノウハウその他一切の知的財産権は、全てすべて当社又は正当な権

限を有する第三者に帰属する。ユーザーは本サービスにより提供された情

報を当社に無断で転載・複製・改変・公衆送信、その他私的使用の範

囲を超えて利用してはならない。 

2. 本規約等に定める利用契約の成立は、前項の所有権及び知的財

産権の譲渡又は使用許諾を意味するものではない。 

第 19 条 通知 

1. 当社からユーザーへの通知は、本サービス又は当社ウェブサイト内の適

宜の場所への掲示、その他当社が適当と判断する方法により行う。 

2. 前項の方法によりなされた通知は、当該メールが通常到達すべきと

き、又は当社ウェブサイト内の掲示が閲覧可能になったときに到達したもの

とみなす。 

第 1920 条 通知 

1. 当社からユーザーへの通知は、本サービス又は当社ウェブサイト内の適

宜の場所への掲示、その他当社が適当と判断する方法により行う。 

2. 前項の方法によりなされた通知は、当該メール通知が通常到達すべき

とき、又は当社ウェブサイト内の掲示が閲覧可能になったときに到達したも

のとみなす。 



第 20 条 反社会的勢力の排除 

1. ユーザーは当社に対し次の各号に掲げる事項を表明し、確約する。 

(1) 自らが暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者

又はその構成員（以下、総称して「反社会的勢力」という。）ではないこ

と、及び反社会的勢力と関係を有しないこと 

(2) 自らの役員（取締役、執行役、執行役員、監査役又はこれに準ず

る者をいう）が反社会的勢力ではないこと、及び反社会的勢力と関係を

有しないこと 

(3) 反社会的勢力に自己の名義を使用させ、この契約を締結するもの

でないこと 

(4) 自己及び自らの役員が、反社会的勢力に資金等の提供、便宜の

供給等、反社会的勢力の維持運営に協力又は関与しないこと 

(5) 自ら又は第三者を利用して、本契約に関して次に掲げる行為を行わ

ないこと 

ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

イ 威力若しくは偽計を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損

する行為 

2. ユーザーが、次の各号に掲げる事項に該当した場合には、当社は、何

らの催告を要せずして、本契約を解除することができる。 

(1) 前項第１号、前項第２号、前項第５号のいずれかの表明に反する

ことが判明した場合 

(2) 前項第３号の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

(3) 前項第５号の確約に反する行為をした場合 

3. 前項の規定により本契約が解除された場合には、ユーザーは当社に

対し、当社が被った損害を賠償する。 

4. 本条第２項の規定により本契約が解除された場合には、ユーザーは

解除により生じた損害について、当社に対しいかなる法的責任の追及もな

しえない。 

第 2021 条 反社会的勢力の排除 

1. ユーザーは当社に対し次の各号に掲げる事項を表明し、確約する。 

(1) 自らが暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者

又はその構成員（以下、総称して「反社会的勢力」という。）ではないこ

と、及び反社会的勢力と関係を有しないこと 

(2) 自らの役員（取締役、執行役、執行役員、監査役又はこれに準ず

る者をいう。）が反社会的勢力ではないこと、及び反社会的勢力と関係

を有しないこと 

(3) 反社会的勢力に自己の名義を使用させ、この契約を締結するもの

でないこと 

(4) 自己及び自らの役員が、反社会的勢力に資金等の提供、便宜の

供給等、反社会的勢力の維持運営に協力又は関与しないこと 

(5) 自ら又は第三者を利用して、本契約利用契約及び個別契約に関

して次に掲げる行為を行わないこと 

ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

イ 威力若しくは偽計を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損

する行為 

2. ユーザーが、次の各号に掲げる事項に該当した場合には、当社は、何

らの催告を要せずして、本契約利用契約及び個別契約を解除することが

できる。 

(1) 前項第 1 号、前項第 2 号、前項第 4 号のいずれかの表明に反す

ることが判明した場合 

(2) 前項第 3 号の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

(3) 前項第 5 号の確約に反する行為をした場合 

3. 前項の規定により本契約利用契約及び個別契約が解除された場合

には、ユーザーは当社に対し、当社が被った損害を賠償する。 

4. 本条第２項第 2 項の規定により本契約利用契約及び個別契約が

解除された場合には、ユーザーは解除により生じた損害について、当社に

対しいかなる法的責任の追及もなしえない。 

5.前 2 項の規定は利用契約の終了後も有効に存続する。 



第 21 条 分離可能性 

本規約のいずれかの規定が、法律に反しているとされた場合、その規定

は、その法律に反していると解釈された部分に限って、当社とそのユーザー

との契約には適用されず、本規約の他の規定の効力には影響しない。ま

た、この場合において本規約のうち法律に反しているとされた条項又は部

分については、利用規約の趣旨並びに法律的及び経済的に同等の効果

を確保できるように、当社とユーザーがお互いに協議をする。 

第 2122 条 分離可能性 

本規約のいずれかの規定が、法律に反しているとされた場合、その規定

は、その法律に反していると解釈された部分に限って、当社とそのユーザー

との契約には適用されず、本規約の他の規定の効力には影響しない。ま

た、この場合において本規約の規定のうち法律に反しているとされた条項

又は部分については、利用規約の趣旨並びに法律的及び経済的に同等

の効果を確保できるように、当社とユーザーがお互いに協議をする 

第 22 条 準拠法、合意管轄 第 2223 条 準拠法、合意管轄 

第 23 条 協議解決 

当社及びユーザーは、本規約に定めのない事項又は本規約の解釈に疑

義が生じた場合には、互いに信義誠実の原則に従って協議の上速やかに

解決を図る。 

第 2324 条 協議解決 

当社及びユーザーは、本規約に定めのない事項又は本規約の解釈に疑

義が生じた場合のある事項については、互いに信義誠実の原則に従って

協議の上速やかに解決を図る。 

 


